
課所室業務棚卸総括表

16 部局 課所室 作成者（職） （氏名） （連絡先） 棚卸表コード No.

7月26日 農林部 農政課 - - - ⑯２農農０３ 3

実績(H15） 目標(H17) 人工数(人） 予算（千円）

１１３万円
（１１９万円）

１２９万円
（１３９万円）

6.3 49,639

４，２９９百万円
（７，２８４百万円）

４，５００百万円
（７，６００百万円）

6.3 49,639

実績(H15） 目標(H17)

０１

3,595百万円
（６，３２６百万円）

3,7６0百万円
（６，６２０百万円）

年度 担当（係）

作成日 農業政策担当

業務名称 農業物づくり業務

担当業務
目的

農業の生産・流通体制の強化を図るため、農業者の生産・販売活動への支援
を行う。

秋田米のトップブランド化を確立する。

成果指標

上位目的 安全、新鮮、安心な食料の安定的な供給体制の整備を図る。 農産物販売額（農家１戸当たり）

農産物販売額（ＪＡ）

活動概要（担当業務目的達成のための手段（２桁レベル））
事業費
（千円）

備考欄活動における指標

担当業務目的達成のための主な手段（４桁レベル）

32,318

（１）土地利用型農業生産振興事業（秋田米トップブランド対策事業）
   ・対象  水稲生産農家、水稲生産組織、農協等
   ・目的  農業生産基盤を整備し、水稲の生産から流通まで一貫した産地体制の確立を
           図るとともに地域農業全体での生産コスト縮減、高能率生産を推進する。
   ・内容  ○生産から流通までの一貫した産地体制の確立のための活動に対する助成
　　　　　 ○生産組織への高能率農業機械（田植機）導入に対する助成
　　　　　 ○ライスセンター建設に対する助成

（２）土地利用型農業活性化対策事業
　　①「地域で創る水田農業」支援事業
　　　・対象　水稲生産農家、水稲生産組織、農協等
　　・目的　農業者・農業者団体が一体となって行う協働活動を支援し、水田農業ビジョ
　　　　　　ンが目指す水田農業の新たな仕組みづくりを促進する。
　　・内容　・米の生産調整のための協働活動に対する助成
　　　　　　・農業者の経営改善、水田農業の構造改革のための新たな協働活動に対する
　　　　　　　助成
　
　 ②水田農業構造改革対策事業
　　　・対象　水稲生産農家
　　・目的　米政策改革大綱に基づく水田農業構造改革の円滑な推進を図る。
　　・内容　水田農業ビジョンに基づく需要に応じた水稲生産を図るための推進活動等の
　　　　　　実施
　

米穀販売額（ＪＡ）

①需要に応じた売れる米づくりを推進する。
②低コスト・高能率生産を推進する。
③事業推進活動を支援する。

 平成16年度（前期）行政経営会議用  様式２
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実績(H15） 目標(H17)

活動概要（担当業務目的達成のための手段（２桁レベル））
事業費
（千円）

備考欄活動における指標

担当業務目的達成のための主な手段（４桁レベル）

０２

186百万円
（２３７百万円）

20５百万円
（２６０百万円）

０３

31百万円
（４１百万円）

34百万円
（４５百万円）

０４

45百万円
（６６百万円）

60百万円
（９０百万円）

０５

25百万円
（２５百万円）

25百万円
（２５百万円）

①大豆の生産団地化を推進する。
②大豆の単収向上を推進する。
③大豆の品質向上を推進する。
④生産機械・施設の整備を支援する。
⑤事業推進活動を支援する。

市場競争力のある野菜産地づくりを推進する。

9,814

（３）園芸作物生産振興事業
    ・対象　野菜生産農家、野菜生産組織等
    ・目的　野菜の生産振興を図り、都市型複合経営を確立することにより農業経営の安定
　　　　　 化を図る。
    ・内容　○収益性の高いの複合経営や周年生産体制を確立するための野菜用施設・機械
　　　　　　 等の導入に対する助成
          ○野菜の生産を拡大するための推進活動に対する助成

（４）園芸作物流通対策事業（野菜・花き出荷安定事業）
    ・対象　野菜生産農家
    ・目的　野菜の共選共販や端境期出荷を推進することにより、市内産野菜の安定供給と
                農業経営の安定を図る。
    ・内容　野菜の共選共販出荷奨励金（全品目）、端境期出荷奨励金（重点推進６品目）
                の交付のための助成

　◇トレーサビリティシステムの確立、対象品目の拡大を図る。

野菜販売額（ＪＡ）

①重点推進品目の普及推進を図る。
②野菜生産技術の向上を推進する。
③野菜生産施設等の整備を支援する。
④野菜の生産拡大を推進する。
⑤野菜の出荷を奨励する。
⑥野菜のトレーサビリティシステムの構築を推進する。

市場競争力のある大豆産地づくりを推進する。

13 　◇水田農業ビジョンに基づき、転作田を活用した大豆の産地化を図る。

大豆販売額（ＪＡ）

市場競争力のある花き産地づくりを推進する。

2,187

（５）園芸作物生産振興事業
    ・対象　花き生産農家、花き生産組織等
    ・目的　花きの生産振興を図り、都市型複合経営を確立することにより農業経営の安定
　　　　　 化を図る。
    ・内容　○収益性の高いの複合経営や周年生産体制を確立するための花き用施設・機械
　　　　　　 等の導入に対する助成
          ○花き･の生産を拡大するための推進活動に対する助成

（６）園芸作物流通対策事業（野菜・花き出荷安定事業）
    ・対象　花き生産農家
    ・目的　花きの共選共販による県外出荷を推進することにより、市内産花きのブランド
　　　　　 化と農業経営の安定化を図る。
    ・内容　花きの共選共販出荷奨励金（県外出荷の全品目）の交付のための助成

花き販売額（ＪＡ）

①重点推進品目の普及推進を図る。
②花き生産技術の向上を推進する。
③花き生産施設等の整備を支援する。
④花きの生産拡大を推進する。
⑤花きの出荷を奨励する。

市場競争力のある果樹産地づくりを推進する。

13 　◇生産、販売体制の整備、加工利用等により産地化を促進する。

果樹販売額（ＪＡ）

①果樹生産技術の向上を推進する。
②りんごのわい化栽培の普及推進を図る。
③病害虫防除機械の整備を支援する。
④共選・共販体制の推進を図る。
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実績(H15） 目標(H17)

活動概要（担当業務目的達成のための手段（２桁レベル））
事業費
（千円）

備考欄活動における指標

担当業務目的達成のための主な手段（４桁レベル）

０６

270百万円
（４０２百万円）

280百万円
（４２０百万円）

０７

１５件
（２０件）

８件
（１０件）

０８

２０団体
（４７団体）

２０団体
（４７団体）

市場競争力のある畜産産地づくりを推進する。

3,574

（７）畜産物生産振興流通対策事業
　　①地域畜産再編対策事業
　　　・対象　秋田地域畜産再編再編推進組合（肉用牛農家79戸、酪農家9戸、実数計87戸）
　　　・目的　畜産農家の集団的取り組みの推進や畜産振興のための指導等を実施し、地域
　　　　　　畜産の再編及び活性化を促進する。
　　・内容　○畜産振興方策の検討、畜産農家・生産組織の育成、環境衛生指導、研修会、
　　　　　　　推進会議の開催等の実施
　　　　　　○地域畜産再編集団活動計画策定、研修会、座談会、共進会、共励会、共同
　　　　　　　放牧、環境衛生対策、新技術の導入・普及等の集団活動に対する助成

  ②肉用繁殖牛導入事業
　　・対象　繁殖牛飼養農家
　　・目的　優良繁殖素牛の導入・自家保留を推進し、繁殖牛の資質向上と優良子牛の生産
　　　　　　確保を図ることにより畜産経営の安定化を図る。
　　・内容　優良繁殖素牛の市場導入、保留に対する助成

　③家畜衛生対策事業
　　　・対象　肉用牛、乳牛、養豚、養鶏の飼養農家等
　　・目的　家畜疾病の防止、衛生管理、妊娠鑑定による空胎防除、家畜伝染病の発生防止
　　　　　　に努めることにより畜産経営の安定化を図る。
　　・内容　○獣医師による定期的な畜産農家巡回を実施し、家畜疾病の防止、衛生管理、
　　　　　　  妊娠鑑定による空体防除を行う経費に対する助成
　　　　　　○家畜伝染病の予防接種経費に対する助成、ワクチン供与の実施

　◇牛肉のトレーサビリティシステムの確立、堆肥処理施設の整備促進、自給飼料の生産
　　確保を図る。

畜産販売額（ＪＡ）

①肉用牛の改良増殖を推進する。（繁殖牛）
②肉用牛生産技術の向上を推進する。（肥育牛）
③畜産再編活動を推進する。（肥育牛）
④家畜伝染病を予防する。（肉用牛・乳用牛・養豚・養鶏）
⑤家畜疾病等を予防する。（肉用牛・乳用牛）
⑥トレサビリティシステムの普及・指導を行う。（肉用牛・乳用牛）
⑦堆肥処理施設の整備を支援する。
⑧自給飼料の生産確保を指導する。
⑨死亡家畜の適正処理を指導する。

環境と調和した農業を推進する。

0

（８）畜産物生産振興流通対策事業（堆肥センター事業）
   ・対象　畜産農家
   ・目的　家畜排せつ物の適正な処理と堆肥の安定供給を図り、畜産公害の発生防止と
           資源循環型農業の推進を図る。
   ・内容　堆肥センター施設の運営及び維持管理

　◇堆肥の積極的な利用推進、農業関連資材の適正な処理を図る。

苦情発生件数

①畜産農家と耕種農家の連携強化を推進する。
②農薬の安全確保を図る。
③廃プラスチックの適正処理を推進する。

農業関係団体等との連携を強化する。

1,709

（９）関係団体等との連携強化
　　・対象　秋田市農林業総合指導センター、新あきた農業協同組合、秋田中央農業共済
　　　　　 組合、土地改良区、畜産関係団体等
　 ・目的　農業関係団体との情報交換や活動を通じて連携を強化することにより、農業
　　　　　 の振興に資する。
　 ・内容　会議開催、団体負担金の納付、情報の交換等

団体数

①農業指導の連携を強化する。
②農業関係団体負担金を負担する。
③分収金を交付する。（畜産用地）
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実績(H15） 目標(H17)

活動概要（担当業務目的達成のための手段（２桁レベル））
事業費
（千円）

備考欄活動における指標

担当業務目的達成のための主な手段（４桁レベル）

０９

４百万円
（５百万円）

３百万円
（４百万円）

農作物被害等の発生を防止する。

11 　◇県、ＪＡ等関係機関、団体と連携しながら、適期の情報提供、防除指導等を図る。

被害額

①病害虫防除の指導を行う。
②病害虫の発生情報を提供する。
③気象情報を提供する。
④被害調査を実施する。
⑤被害報告を行う。
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